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長野県職業能力開発審議会議事録 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日時：平成27年（2015年）９月７日（月） 

午後１時30分～３時30分 

                      場所：長野県庁（議会棟第１特別会議室） 
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１ 開会 

（大槻企画幹） 

皆さん、こんにちは。定刻前でございますけれども委員の皆様おそろいですので、た

だ今から長野県職業能力開発審議会の第２回目を開会いたします。お集まりの皆さんに

は雤模様の中、お忙しいところ本審議会にご出席いただきまして誠にありがとうござい

ます。 

 私はしばらくの間、司会進行を務めさせていただきます人材育成課の大槻です。よろ

しくお願いします。 

 それでは会議に先立ちまして、石原産業政策監兼産業労働部長からごあいさつを申し

上げます。 

 

２ 産業労働部長あいさつ 

（石原産業労働部長） 

 皆さん、こんにちは。産業労働部長の石原でございます。本日は大変お忙しい中、ま

た足元が悪い中、第２回目の長野県職業能力開発審議会にご出席いただきまして、誠に

ありがとうございます。開会にあたりまして一言ごあいさつをさせていただきます。 

 前回の第１回目の審議会でございますけれども、公共職業訓練の現状と課題につきま

して大変貴重なご意見を頂戴したところでございます。本日は長野県の職業能力開発の

基本的な施策の在り方を中心に皆様方からご意見を頂戴したいと考えております。 

ご存じのように今年度は地方創生元年ともいわれまして、現在、各自治体が総合戦略

の策定を進めております。長野県におきましても県内に暮らす方々、また、活動するす

べての方々が自らの能力を発揮し、人生を楽しむことができる長野県の実現を目指しま

して、人口定着・確かな暮らし実現総合戦略の策定を進めているところでございます。

この総合戦略の中では、４つの柱、４つの分野で今現在議論をしております。まず１つ

目は人口の自然減に対する対策。２つ目は人口の社会増への転換。３つ目は仕事と収入

の確保。４つ目は暮らしの安心と地域の活力の確保。この４つに分けて議論を進めてい

るところでございます。特に、３つ目の仕事と収入の確保の分野におきましては、県内

産業の競争力強化のためにも県内産業が必要とする人材の育成と後継者の確保が重要な

課題と認識をしているところでございます。 

 本日は、県内企業の皆様のご協力によります人材育成ニーズ調査の結果や、職業能力

開発の基本的施策につきましても説明をさせていただきたいと思います。私は、県内に

十分な雇用が確保されるとともに、県民の皆さんがそれぞれの夢に向かって自己研鑚が

できるような人づくりの環境をつくることが大変重要であると考えております。本日は

委員の皆様方から幅広いご意見、またはヒントを頂戴し、参考にさせていただきたいと

考えております。 

本日は大変長時間の会議となると聞いております。どうぞ最後までよろしくお願いい

たします。簡卖ではございますが、開会のあいさつとさせていただきます。よろしくお

願いいたします。 
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３ 議事録署名員の指名等 

（大槻企画幹） 

 それでは議事に入ります前に、本日の審議会の開催についてご報告いたします。委員

の皆様の出席数ですけれども、委員総数８名に対しまして７名のご出席ということでご

ざいます。過半数に達しておりますので、長野県職業能力開発審議会条例の第５条第２

項の規定により、審議会として成立しておりますことをご報告申し上げます。 

  

 （配布資料の確認） 

 

 それではこれより審議会の進行を半田会長にお願いしたいと思います。おおむね午後

３時 30 分ごろを目途に終了を予定しておりますので、よろしくお願いします。 

 

（半田会長） 

 皆さん、こんにちは。議事に入ります前に議事録署名委員の指名をいたします。本日

の審議会の議事録署名委員は小澤委員と榧野委員にお願いしたいと思います。どうぞよ

ろしくお願いいたします。 

 

４ 第１回審議会追加資料の説明 

（半田会長） 

 それではまず、第１回職業能力開発審議会の追加資料について、事務局から説明をお

願いいたします。 

 

（鈴木課長） 

 人材育成課長の鈴木でございます。座って説明させていただきます。どうぞよろしく

お願いいたします。 

 お手元に第１回職業能力開発審議会追加資料というつづりがございます。そちらをご

覧いただきたいと思います。前回の審議会の中で、ご質問等いただきました事項につき

まして全部で５項目ございますけれども、最初に説明をさせていただきたいと思います。 

 

 初めに、子育て期の女性や子育てが終わった女性に対する就業支援にはどのようなも

のがあるのかという点、それから、大卒、高卒、中卒者の就職率についてのご質問をい

ただきましたので、この２点につきまして労働雇用課長の酒井から説明をさせていただ

きます。 

 

（酒井課長） 

 労働雇用課長の酒井でございます。着座にて説明させていただきます。 

それではまず資料の１をお願いいたします。女性の就職応援プロジェクト事業でござい

ます。目的は一番上にございますように、子育てをしながら就職を希望する女性に対す

るきめ細やかな就職活動サポートを通じて、希望する就職を実現するとともに、女性が

働く選択肢を広げることにより、女性の労働人口の増加を図るものでございます。平成
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27 年度の事業につきましては、資料の右から２つ目のところに事業展開という縦の枠が

ございますので、こちらのほうで説明させていただきます。 

子育て期の女性の就業支援と情報発信ということでございまして、まず拡大の【拡】

の部分でございますが、「就業相談からインターンシップまでのワンストップの就業支援」

とございます。平成 26 年度に各地方事務所に設置いたしました女性・障がい者就業支援

デスクと連携いたしまして、身近な地域での就業相談、託児付きセミナーに加えまして、

今年度は新たに３つ目の○・のところでございますけれども、ブランクによる不安解消や

適性の見極めのための、短期間託児付きのインターンシップを実施することとしており

ます。また、その下にもございますが、子育て女性を対象とした企業説明会を県下各地

で実施し、マッチングを支援いたします。 

 次に、【新】とありますけれども、女性の就職応援サイトの構築でございます。市町村

の子育て情報や仕事と家庭の両立に取り組む企業情報なども知ることができる、就職に

必要な情報サイトを構築することとしております。その下の【新】でございますが、女

性の職域拡大キャンペーンでございます。女性の職種の選択肢を広げるため、従来男性

が多い業種や職種で活躍する女性などを広く紹介するイベントを、県下各地で行う予定

でございます。 

最後の【新】ですけれども、飯田地域におけるハローワークとの連携強化ということ

で、長野地区に加えまして、今年度新たに飯田地域に女性就業アドバイザーを配置し、

マザーズコーナーや地方事務所の求人開拓員と連携して、就業相談から職業紹介までを

一体的に支援することとしております。 

 また、資料の一番右の下のところに、今後の動きということで、女性活躍推進法案に

ついて記載してありますが、こちらには国会審議中とございますけれども、去る８月 28

日に可決成立しておりますので、お詫びして訂正いたします。 

 

 次に、資料２をお願いいたします。長野県離職状況調査（事業所調査）の概要でござ

いますが、前回の審議会で伊藤委員からご質問がありました、離職率について行った調

査でございます。調査時期は平成 25 年の３月から 11 月、調査実施機関は長野県若年者

就業サポートセンタージョブカフェ信州でございます。974 の事業所から回答をいただ

きました。 

２の「調査結果の概要」になりますけれども、平成 22 年度新卒採用正社員の３年間の

離職率については、大卒が 17.2％、短大等卒が 22.9％、高卒が 25.2％となっております。

（２）では、同じく離職理由につきまして聞いたところですけれども、「家庭事情」が

10.5％で最も高く、次いで「仕事が面白くない」が 10.3％、「仕事の人間関係がうまくい

かない」が 9.7％と続いております。裏面をお願いいたします。 

 もう１点、事業所が行う定着対策ということでございます。事業所における新規採用

職員に対する定着対策といたしましては、「職場で話しやすい雰囲気をつくる」が 10.2％

で最も高く、次いで「企業内訓練を実施する」が 7.3％、「採用後の配置で教育担当者を

付ける」が 5.9％、「上司によるフォローアップ体制を整備する」が 5.7％となっておりま

す。 

 私からは以上でございます。 
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（鈴木課長） 

 続きまして資料の３をお願いいたします。 

 前回、長野県には待機児童がいるのか、保育所・幼稚園の充足率はどうなっているの

かというご質問をいただいておりますが、その資料でございます。まず保育所の入所状

況でございますけれども、表の一番下をご覧いただきたいと思います。合計欄で保育所

につきましては、公立・私立合わせまして定員が 60,178 名に対しまして、入所人員が

49,453 名ということで、定員充足率は 82.2％となっております。そこに 10 広域ごとに

記載をしてありますけれども、いずれも 70％から 80％台の数字でございますし、市町村

ごとに見ましても 100 を超えている市町村はございません。それから裏面をお願いいた

します。 

 同じく幼稚園の入園状況でございます。こちらも一番下の欄でございますけれども、

定員が 16,835 人に対しまして、入園人員が 10,477 名ということで、定員充足率は 62.2％

となっております。すべての人が希望した保育所や幼稚園に入れているのかというのは、

また別の問題かと思いますけれども、数字の上からは待機児童はいないということにな

ってございます。 

 

 続きまして横向きの資料でございますが、資料の４をお願いいたします。前回白鳥委

員からドイツのマイスターにつきましてご紹介をいただきましたので、ドイツの教育・

マイスター制度につきまして簡卖にまとめさせていただいております。まず、マイスタ

ー養成のイメージ図でございます。実際にはもっととても複雑な制度でございまして、

必ずしも正確にここに表せていないかもしれませんけれども、イメージということでご

理解をいただきたいと思います。 

 まずドイツでは６歳の段階で、日本の小学校にあたります基礎学校というところに４

年間通うことになります。その後 10 歳のときに自分が将来どの道に進むのかということ

を考えて、３つのコースに分かれることになります。将来職人になろうという方は、ハ

ウプトシューレという学校に５年間通うことになりますし、中級の技術者を目指す方は

実科学校に通います。また、大学に行って管理職を目指そうという方は、ギムナジウム

という学校に行くことになります。中ほどの実科学校に通った方には一部上級専門学校

とか、専門大学へという道が開かれておりますけれども、ハウプトシューレや実科学校

に通った方の多くは、卒業後約３年間の職業教育訓練を受けることになります。ここで

は職業学校に通って理論を学びながら、企業におきまして実践的な職業訓練を行う、い

わゆるデュアルシステムという教育訓練を受けることになります。ここを終わりますと、

職人として働きまして、その後一定期間の経験を積んだ後にマイスター試験に合格をし

ますと、マイスターの資格を得るということになります。マイスターには独立開業いた

します手工業マイスターと、工場内におきまして現場のリーダーとか指導者となる、工

業マイスターの２種類がございます。 

 以下、手工業マイスターについて説明をさせていただきますけれども、（２）でござい

ます。マイスターの試験には実技試験、それから専門分野に関する理論知識のほかに法

律・経済等の知識、それから教育学・指導能力等に関する試験も受けることになります。

そして（３）でございますが、事業所を開業すること、また、実習生に対して職業訓練
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を行うことの２つがこの試験に合格したマイスターのみに認められております。 

一番下の、マイスターの職種でございますけれども、左官、大工、金属工業以下、先

般白鳥委員からお話をいただきました整形靴製造など現在全部で 41 の職種がございま

す。 

このようにドイツでは 10 歳の段階で、自分の将来の方向性が決まるため、それを見据

えて勉強するということ、また、デュアルシステムによりまして就職への橋渡しがスム

ーズに行われているということ、また、マイスター制度によって高い技術レベルが維持

されており、それとともに職人が社会的に信用あるいは尊敬されているということがい

える制度でございます。 

 これらの制度につきましては、中世以降のドイツの長い歴史の中で培われてきたもの

でございまして、これをそのまま日本の中に取り入れるということは困難であると思い

ますけれども、こういった制度も参考にしながら、若者が職人を目指す社会、職人が活

躍して尊敬される社会を実現するためにはどのようにすればいいのかということを、後

ほどの意見交換の中でもご意見をいただければありがたいと思っておりますので、よろ

しくお願いいたします。 

 

 それから資料の５でございます。前回、若い世代の人間形成や教育の重要性について

のお話がございました。現在教育委員会におきまして、今後の望ましい産業教育の在り

方について、産業教育審議会で議論が進められておりますので、その状況につきまして

高校教育課の三澤主幹指導主事から説明をさせていただきます。 

 

（三澤主幹指導主事） 

 教育委員会事務局高校教育課三澤と申します。よろしくお願いします。職業能力開発

に関わりまして、若干のお時間をいただいて、現在、教育委員会で開催しております長

野県産業教育審議会についてご紹介を申し上げます。着座にて失礼します。 

 ここで産業教育と申しますのは、専門高校と呼ばれる、農業科、工業科、商業科、家

庭科などの職業教育を主とする専門学科を置く高校や、専門学科の教育を主に指してお

りまして、高校段階で産業人材育成の一端を担っている基礎的な専門教育のことでござ

います。職能教育機関と異なりまして、教育の対象は高校生でございますので、だいた

い週 30 時間ぐらい授業がございますけれども、そのうちの 20 時間ぐらいは普通高校と

同じ授業が行われております。残り 10 時間ぐらいが各学科の専門教育の授業ということ

になります。 

また、産業教育審議会につきましては、産業教育振興法や県の条例に規定されており

ます教育委員会の諮問機関でございます。これまでにも課題のあるときに開催しまして、

教育施策の方針等に関する答申をいただいているところでございます。委員につきまし

ては、資料をご覧いただきたいと思います。資料５の本文が 24 ページまでございます。

その 24 ページの後が、この産業教育審議会の審議のまとめ（案）という冊子で、また資

料ナンバーが別に付いておりまして、その資料２に名簿がございます。産業教育審議会

委員名簿として、ご覧のとおり産業経済界から２名、教育界から４名、勤労界から２名、

関係行政機関から２名の委員の皆様にご依頼しております。その下にも専門調査員とい
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う名簿がございます。これは、審議の過程で各専門分野の専門的事項を調査していただ

くために、高校現場や県の産業政策、あるいは関連データ等を提供いただく担当者の一

覧でございます。隣の資料１をご覧いただきたいと思いますが、教育委員会では昨年の

６月に、社会情勢や産業構造が大きく変化する時代における望ましい産業教育の在り方

を諮問しておりまして、現在６回の審議を経て、その時点での審議のまとめ案としたも

のがこの資料でございます。 

 

 尐し戻っていただきまして資料の表紙の裏側に目次がございます。ご覧のとおり審議

状況を３部構成でまとめてございます。第１では、グローバル化、高度情報化、それに

伴う産業構造の変化、尐子高齢化の進行ということで、今回の審議が必要となった背景

をまとめてございます。第２では、産業教育の現状と課題ということで、分野ごとにま

とめてございます。分野といっておりますのは、①の農林業分野から⑥の福祉分野の６

つの分野、それと⑦につきましては、主に普通科の高校となりますけれども、専門学科

以外の高校についてということでまとめてございます。第３では、今後の望ましい産業

教育としまして、課題に対してどのような教育施策を考えていけばよいかという方針を

分野ごとにまとめてございます。 

 内容につきましては、全部説明しますと時間がかかりますので、第３の「望ましい産

業教育のあり方」の各分野共通の部分について何点かご説明申し上げたいと思います。

16 ページをご覧ください。本県の産業人材育成という視点では当審議会と同様な趣旨が

ございますけれども、産業教育審議会では先ほど申し上げましたように、高校生を対象

としておりますので、将来活躍するための基礎力の育成と進路選択の幅を広げられるよ

うにという観点で審議がされております。①の社会情勢の変化への対応、②の産業教育

に求められる教育内容というところでは、高校生に共通する普通教科、専門教科の基礎

基本、こういった教育を充実させることの重要性、それと、多面的な職業能力や汎用的

な能力を育成して、知識基盤社会に柔軟に対応できる人をつくることが大事ではないか、

また、地方創生の視点や、イノベーション、アントレプレナーに関する教育についても

高校段階でできることもあるのではないかということが記載されております。 

 

 18 ページをご覧ください。さらなる尐子化を踏まえた産業教育の対応について記載さ

れております。尐子化の状況につきましては、恐らく職業能力開発審議会でもご案内の

とおりのことと思います。高校では平成 30 年ごろまでの尐子化に対応いたしまして、第

１期高校再編が進められており、来年度にはこれまで計画したものがひと段落するとい

うところでございます。さらに尐子化が今後続くことが予想される中で、ここに①から

⑤のような施策を列挙してございます。①は分野ごとの高校間ネットワーク化を推進強

化すること、②は現在の細分化した学科を大枠の学科に再編していかなければならない

こと、③は学校や学科の再編統合の方策、留意点に関すること、④は定時制専門学科の

普通科への転換、⑤は 18 歳以降の学びの場の継続としてございますように、産業教育の

体制を整備していく必要性がこのようにまとめられております。 

 

 19 ページの⑤のところが、当審議会とのインターフェースになるところではないかと
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思います。専門高校は従来、職業高校と呼ばれておりました。就職を前提とした高校と

いうイメージがございましたけれども、専門高校という名称に改称されたのが平成７年

でございます。それを境に就職者と進学者が逆転しております。現在はほとんどの専門

高校で就職者が大体３割から４割、残りの６割から７割は専門高校の学習を評価して、

継続的に教育していただける大学への進学者であります。近年の雇用情勢の好転により

まして、就職者が若干増加しております。就職者割合の低下にも底が見えてきたところ

もございます。 

 

いずれにしましても、それだけ社会情勢の変化、知識基盤社会が進展しておりまして、

就職するには 18 歳以降の継続的な教育を受ける必要があると感じてる人々が、多くなっ

ているということが考えられます。 

また、高校には本文のところに書いてございますが、精深な特別の事項を教授し、研

究を指導する「専攻科」というものを置くことができます。これは学歴としては高卒で

ございまして、今までに本県の高校にはございませんし、全国でもあまり例は多くござ

いません。学歴に関係なく資格を要する進路への対応策ということで、看護科や水産科

等、高校 3 年間だけでは資格取得ができないところで多く見られるようでございます。

また、文科省でも現在職業学校等の構想が検討されておりましたり、県内には同じ県立、

私立でもこれにあたる学校が多くございますので、人材育成に関わる役割分担、県内の

人材育成をどのようにしていくかという観点から、検討が引き続き必要であろうという

ことでございます。当面は、職能教育機関などの上級学校との連携を深めていくことが

大切であるというご指摘がございました。 

 

また、このまとめには明確な記載はございませんが、会議で出された意見としまして、

地域産業界、行政機関等との連携を継続的組織的に推進することがございます。先ほど

ドイツのマイスター制度にもありましたように、デュアルシステムというやり方が高校

でもございます。日本版のデュアルシステムでございます。このようなものや、各校の

素晴らしい取り組みを効果的に情報発信する必要性が挙げられております。 

さらに、審議のまとめ案に対して、実際の各分野の業界からの意見を聞いてみればど

うかというご意見もございました。過去に開催されてきた産業教育審議会では、産業界

からの委員もおりますし、専門調査員の産業動向や県の産業政策に関する調査報告もご

ざいますので、それを踏まえた答申としております。このたびの審議会につきましては

高校教育という視点だけではなく、本県の産業人材育成の視点と、軸を１つにした答申

をと考えているところでございます。従来やったことはありませんけれども、初めての

取組として、各分野の産業団体との意見交換をすることとなりました。教育委員会以外

にも産業労働部、観光部、農政部、林務部、健康福祉部の同席をいただきながら、８月

下旪に 18 の関係団体との懇談会を実施したところでございます。以上でございます。 

 

（鈴木課長） 

 ありがとうございました。前回の審議会に関します追加の説明は以上でございますが、

あとお手元に資料 12 ということで、産業別事業所数の推移という資料を付けてございま
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す。こちらの資料 12 につきましては、前回平成 26 年度の数値が空欄となっておりまし

たけれども、先ごろ経済センサスの速報値が出されましたので、平成 26 年度の数値を追

加してございますので、差し替えをお願いいたします。 

また、その資料の後でございますけれども、前回の議事録をお付けしてございますの

で、ご覧いただきたいと思います。 

説明は以上でございます。よろしくお願いします。 

 

（半田会長） 

 それではただ今の事務局からの説明に関しまして、何かご質問がある方はご発言をお

願いします。 

 

（宮川委員） 

 ただ今の教育委員会の説明の中で、資料の 13 に、「長野県産業界の求める人間像と今

後の就業者数の推計」というものがございますが、この中で、産業別に「必要とされる

就業者の推計」という項目があるんですね。ただ、これを見ていきますと、例えば介護

分野のように、これだけの人数が必要だという目標値が明確に示されているところもあ

れば、現状しか書いていないようなところがあるわけですね。これは教育委員会の審議

会でやるべきことなのか、それともどこか他でやるべきものなのか。もしかしたら先ほ

ど部長がおっしゃった、総合戦略の中でやるべきことなのか分かりませんけれども。つ

まり、それぞれの産業からどれだけの人材がこの減尐社会の中で必要になるのかという

ことについて、どこかで何らかの検討がなされるのかどうかという点を、一つお聞きし

たいということであります。 

 

 例えば、教育委員会の資料の中で、最初のほうの中間まとめの 21 ページの③の上のと

ころにあるんですけれども、「特に建設に関わる領域については、若年層の人手不足が指

摘されているが、工業科の中で建設領域は県内に」、私から言わせれば「極めて」という

言葉がここに入ってもおかしくないのですけれど、「極めて限られた配置しかなく、ミス

マッチが起きている」というようなことも書いてあるわけで、そうした今後の産業人材

をどう育てるかということで考えますと、産業界でこれから、どれだけのボリュームの

人数、あるいはどういう人を育てるべきといった目標値をどう設定するのかということ

は、極めて重要なのかなと感じます。それをどのような形で今後まとめていくのかとい

うところを、１点お聞きしたいと思います。 

 

 それから、これは要望なのですが、資料の４のところに、ドイツのマイスター制度の

話がございます。マイスターは、今はドイツなのですけれども、実際に職人の教育育成

システムというのは、何もドイツだけではないのです。とりわけ、今ドイツのマイスタ

ーというのは多尐、当初の輝きを失っているのではないかというような指摘もあるよう

ですし。例えばフランスですね。フランスにも実は職人の教育システムがあります。こ

れ、「ツール・ド・フランス」っていう言葉がありますけれど、それはフランスを１周す

る自転車のロードレースという意味が一般的なのですが、向こうでは、「職人の遍歴修行」
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という意味もあるんですね。そして、フランスでは職人の遍歴、つまりいろいろな修行

所を渡り歩きながら修行するというシステムができているんです。 

実は、この件については東洋大学の秋山先生という工学部建築科の教授が書かれた『甦

るフランス遍歴職人』という本がございます。何もこれは建築だけではなくて、例えば

料理人のような技術者たちも含め、そういったシステムができているのです。こういっ

た本が出版されておりますので、ぜひそういったこともまた検討していただきたいなと

思います。また、こういった職人の育成システムを研究されている学者さんは、数は尐

ないですけれどいらっしゃいます。例えば、アメリカやカナダや幾つかの諸外国に行っ

て、研究している方。私が知っている人でいうと、芝浦工業大学の建築学科の先生など

もいらっしゃいますので、総合戦略の中でもマイスターということは出てまいりました

が、ドイツやフランスだけではなく、ほかの国の職人育成システムというのも研究され

たらいかがかなと思っております。これは情報でございます。以上です。 

 

（半田会長）  

ありがとうございました。事務局いかがでしょうか。 

 

（三澤主幹指導主事） 

教育委員会の資料 13 についてでございます。これは、教育委員会の独自の資料という

ことではなくて、一番下の備考のところに出典が記載されております。例えば、一番最

初の農業分野については、教育委員会から依頼しております専門調査員が農政部におり

まして、そこからご提供いただいた「第２期長野県食と農業農村振興計画」からの引用

です。抜粋してかなり短くしてございますが、それぞれの出典の中での将来推計です。 

必要とされる就業者数の推計につきましては、それぞれいろいろな調査報告等が出て

いる中で、既にある程度の期間で計算されているものと、なかなかそういうものまでは

全部出せないものがございます。特に、工業分野については、製造業といっても様々な

業種がありまして、現況としてわかるところを挙げてございます。29 年の目標値という

ことで、総計での値が出ております。福祉分野ですと、将来の高齢化率等から必要な人

数が割り出せるということのようでございました。観光については、具体的な産業分類

の特定ができないために数字的な指標化が難しいということを聞いております。 

教育委員会でも、将来どのぐらいの産業別の人数がいるんだろうかということが、産

業教育に関わりまして当然必要になってくるところで、このようなデータを集めてみま

したけれども、いずれかのところである程度の人数というのが出れば、教育委員会でも

計画を立てやすいという状況でございます。 

 

（鈴木課長） 

今の補足ですけれども、なかなかそれぞれの産業界ごとに、この業界は今後何人必要

ですというのはとても難しいことだと思います。また後ほど説明しますけれども、人材

育成ニーズ調査の中でも過不足感というのがございまして、どこの業種でも、不足して

いる、やや不足していると回答しているところが多くございます。そういった意味で、

数字が出るかということについては研究してみたいと思いますけれども、なかなか困難
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があるということでご承知をお願いしたいと思います。 

それから２点目の諸外国の職人教育システムということでございますが、ただ今参考

になる意見をいただきましたので、フランスはじめ各国の状況を調べてみたいと思いま

すので、よろしくお願いします。 

 

５ 議事 

（１） 人材育成ニーズ調査の結果について 

（２） 職業能力開発の基本的施策について 

 

（半田会長） 

それでは議事に入りたいと思います。（１）人材育成ニーズ調査の結果について、（２）

職業能力開発の基本的施策について、事務局から説明をお願いいたします。 

 

（今井係長） 

能力開発係長の今井でございます。それでは、長野県人材育成ニーズ調査結果につき

まして、私のほうから説明させていただきます。着座にて失礼します。 

皆さんのお手元にお配りしてございます、ニーズ調査結果の概要という 20 ページほど

の冊子でございますが、こちらを中心にお話をさせていただきたいと思います。 

調査の概要でございますけれども、記載のとおりでございまして、調査対象は３つご

ざいます。まず企業ニーズ調査、それから高校生調査、それと高校進路指導担当調査で

す。企業ニーズ調査につきましては、括弧内に記載がございます製造業、建設業等６業

種に属します県内 4,000 事業所の標本調査でございます。回収しましたのは 1,572 事業

所、回収率は約４割ということになっております。 

 高校生調査につきましては、県内高校の最高学年３年生または４年生の全学級から４

人選んでいただきまして行いました。想定としましては 2,176 人想定でございます。回

答が 2,052 人。想定に対する回収としては 94％ほどということになります。 

 最後、高校進路指導担当調査でございますが、県内の公立・私立の高校の進路指導担

当者合計 102 名が対象で、回答者数が 95 人。回収率 93％ということでございます。 

 

 めくっていただきまして、調査結果の概要でございます。まず企業ニーズ調査ですが、

採用の状況についてでございます。過去３年間に人材を採用した事業所は７割ほどとい

うことで、この棒グラフの青い部分になります。この青い部分７割ほどのところですが、

採用した事業所の状況ということで下に円グラフがございます。外側の円、赤と青で色

分けされておりますが、青いほうが新卒、赤いほうが中途ということで、４割と６割、

おおむねそのような形での採用ということになっております。 

 前回小澤委員から転職者市場の重要性ということが指摘されておりましたが、事業所

の採用の状況からも、やはり中途の採用が多いということがこれで明らかになってきた

かと思います。また、採用した職種としまして、これは内側の円なんですが、上のほう

にあります緑色の技術系、こちらのほう両方合わせますと約３割。それから技能系、下

の青色の部分ですが、これが約４割というような形になっておりまして、技能系のほう
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が採用している事業所が若干多いかなと考えられるところでございます。 

 続きまして、どのような分野のどういう人材が不足しているかということで、前回宮

川委員からお話があったところですけれども、技術系・技能系の充足状況ということで

ございます。まず、技術系の社員につきましては、全体としましては、この青い部分で

すけれども、３割ほどの事業所が不足していると感じております。特に、４番の情報通

信業は青い部分が約６割になっております。また、１番の製造業は青い部分が約５割と

いうような形でございます。このあたりの不足感がちょっと強いかなと感じられたとこ

ろでございます。 

 続きまして、３ページ。技能系の社員につきまして、こちらも青い部分ですが、全体

では約４割の事業所が不足していると感じております。主なところとしましては、１番

の製造業、２番の建設業、それから６番の福祉・介護関連事業、これらが４割超という

形で非常に大きくなっておるかと思われます。 

今後５年間での採用予定ということなのですけども、赤い色の部分でご覧いただけれ

ばと思うのですが、全体では約６割ということで、採用予定がある、あるいは採用の可

能性があるというような形になっております。特徴としましては、３番の印刷業なので

すが、若干赤いところが小さくなっております。このあたりで採用を実施することが困

難であると事業所が感じておられるのかなと理解しておるところでございます。 

続きまして、採用時に技術系・技能系社員に求めるものということで、採用時に重視

する点はどんなところでしょうかという質問で回答が多かったものは、「会社・仕事に対

する熱意」次に、「あいさつ、身だしなみ、社会常識、ビジネスマナー等」、その次が「コ

ミュニケーション能力」というような形でございます。前回、白鳥委員から人間力が重

要なんだよということをおっしゃっていただいたのですけれども、このあたりからも、

その部分というのが読み取れるのかなと思われるところです。 

一番下の「・」なんですが、あらかじめ身に付けていることが望ましい技術・技能・

知識につきまして、製造業では材料等に対する基礎知識、建設業では基本的な施工技術

等々の記載がございます。これは分野ごとに調査をいたしましたので、具体的な資料に

つきましては、本文の 20 から 25 ページあたりに細かいところが出ておるところでござ

います。 

これ以外にも自由記載としまして、事業所さんの感触や手応え等を書いていただいた

のですが、その中では、「すぐ辞めてしまう人も多い」、「辞められてしまうとどうしよう

もない」という感想が書かれておりました。また、「子どもたちの向上心が不足している

のではないか」というようなことを感想として書いてこられた事業所さんもありました。 

おめくりいただきまして４ページ。採用後の人材育成ということでございます。採用後

に社員に身に付けさせたい能力としましては、「１人で複数の異なる作業・工程を遂行す

る能力」が最も多くなっております。これは、平成 22 年に実施しました調査の中でも、

主に製造業の関係で多能工を必要とするという回答が多かったということとも整合して

おりますので、このあたりはあまり変わってないのかなと思っておるところです。 

続きまして次の「・」ですが、現在こういった技術系・技能系の社員を確保するため

の取組、あるいは今後の取組ということで伺ったところ、やはり OJT が一番多い回答で

した。また、今後の取組としましては、「必要な技術・技能・知識を持っている人材の中
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途採用」も約半数の事業所で考えておられるという状況でございます。 

続きまして、Off-JT として実施しております内容ということで、これは「専門的ある

いは基礎的な技術・技能・知識の習得に関するもの」がそれぞれ８割、７割と、非常に

大きいウェートを占めておりました。 

その下ですが、人材育成の取組につきまして、課題があると感じておられる事業所で

すけれども、これは棒グラフの青い部分のところで約７割となっております。前回、伊

藤委員から企業の人材育成に関する力が、どのぐらい蓄積があるんだろうかというよう

なお話がございましたけれども、感じている課題としましては、「人材育成にかける時間

がない」、あるいは「指導する人材が不足している」というところが６割、７割というよ

うな数字になってきておりますので、やはり企業さんのほうでもそのあたりの人材不足

といったものが課題になっておるということでありました。自由記載の中では、人材育

成にかかるコスト、企業コストに行政からの支援を望む声なども挙げられておったとこ

ろでございます。 

５ページ。熟練技能の継承について、ということでございます。青い部分でございま

すけども、課題があると感じておられるところが約７割となっておりまして、その中で

濃い青になっておりますのが、対策を講じているという事業所で、こちらが３割となっ

ております。講じている対策としましては、「熟練技能者から若手に対してのOJTによる

指導」、あるいは「再雇用、勤務延長による高齢社員の活用」という回答が多くなってお

ります。必要な対策を講じることができない理由としましては、先ほどの人材育成と似

たような形でございます。１つは時間がないこと。もう１つは、技能を受け取るほう、

つまり技能を継承される側の若手がいないということでございました。自由記載の中で

は、「企業に人的な余裕がない。」、「教える人も業務を持っている。」ということが言われ

ておるところでございます。 

 

続きまして６ページからでございます。工科短大、技術専門校について記載がござい

ます。６ページが上田にあります工科短期大学校、７ページが单信工科短期大学校、そ

して８ページが技術専門校でございます。一番上のグラフを比較してご覧いただければ

と思うのですが、それぞれ赤い部分は知名度的なものです。これは相当あるなというと

ころなのですが、残念ながら单信工科短大につきましては、約２割ほどということで、

まだまだこれは改善の余地があるのかなというところでございます。その下、どのよう

な訓練を行っているかということについて地域別で見た場合に、工科短大につきまして

は東信・北信が中心、单信工短につきましては单信のほうが中心というような形になっ

ております。 

注目すべきところが、６ページの一番下のグラフでございますけども、卒業生に対し

て評価できる点、あるいは不足している点ということで比較して並べたものでございま

す。技専校につきましては８ページの３つ目のグラフでございますが、比較してみてい

ただきますと、「基礎的な技術・技能・知識」についてはおおむね評価できるというよう

な回答をいただいております。不足している点で共通していますのは「自分で考え実行

する応用力」、それから、工科短大におきましては「コミュニケーション能力・プレゼン

テーション能力」になります。それから、技専校につきましては「問題発見解決能力・
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課題設定能力・創造力」が不足しているというような記載もございました。 

今後積極的に取り組んでほしいことにつきましては、７ページの一番下にございます。

技専校につきましては８ページの一番下にございます。いずれも一番多いのは、「基礎的

な技能を身に付ける」というご要望でございました。 

 

続きまして９ページでございます。施策の認知度ということで、１、２、３、４、５

とあります。１の「産業人材カレッジ・スキルアップ講座」は在職者の講座、２の「産

業人材育成支援センター研修情報サイト」は、在職者に向けた研修等を行っているとこ

ろの紹介をするホームページでございます。３の「信州ものづくりマイスター制度」は、

県で実施しておりますマイスターの派遣事業、４の「若年技能者人材育成支援等事業」

は、平成25年から実施している国の事業で、いずれもマイスターを派遣するというよう

な事業でございます。５は「各種助成金」で、主には厚生労働省で実施している各種助

成金の制度でございます。 

総じて、赤いところ、あるいはその横の尐し薄い赤の部分が、あまり伸びてない状況

にございます。助成金については、若干ご存じのようなのですが、それ以外はあまり伸

びていません。真ん中にあります肌色の部分ですが、これは利用してみたいというご意

見でございまして、こちらのほうが今回結構たくさんあるなと感じておるところでござ

います。「今回のアンケートで制度を知った。」あるいは「もっと PR してほしい。」とい

うようなご意見もございましたので、今後こちらのほうは取り組んでいく必要はあるか

なと思っておるところです。 

 

続きまして 12 ページ。技能尊重気運の醸成ということで、平成 24 年に開催しました

アビリンピックの取組による成果についてでございます。残念ながらあまり活用されて

いるとはいえないのかなと思っておるんですが、特徴的なものとしましては、社員数の

多い 300 人以上の事業所の２割ほどが活用していただいているというようなことでござ

いました。 

技能が尊重される社会を実現するためにということで、下のところにございますが、

「高校生から、あるいは小中学生のうちからの教育が重要です。」という回答が来ており

ます。 

 

続きまして13ページ。高校生調査でございます。進路につきましては、全体では赤い

部分になりますが、大学進学希望という方が 53％で約半数と最も多くなっております。

学科別で見ますと、農業科、工業科で青い部分、就職が約４割というような形になって

おります。 

進路を選択するにあたり大きく影響を受けたことについてですが、やはり一番多いの

は「家族からの助言」となっております。 

 

14 ページにまいりまして、職業について、将来就きたい職業を第３希望までとったの

ですが、傾向はあまり変わりませんでしたので、第１希望のみの掲載となっております。

「専門的・技術的職業」という回答が青い部分ですが、この辺を高校生もやはり認識し
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ているという状況でございます。 

さらに次の「・」ですが、将来仕事に就く際に重要となることにつきまして、１番目

が「コミュニケーション能力・プレゼンテーション能力・折衝能力」が挙げられており

ます。事業所だけではなくて、高校生もやはり人間力の重要性については感じておると

いうことのようであります。 

次に、仕事の選択にあたり大きく影響を受けたこと、今後影響を受けると思われること

について、やはりこちらのほうも「家族からの助言」というのが非常に強くなっており

ます。 

 

次に15ページから19ページまで、15・16ページが工科短大、17ページが单信工科短

大、18ページが技術専門校という形で並べてございます。比較してみていただきますと、

やはり一番上、内容をよく知っている等の認知度に関しては、いずれもいまひとつなの

かなというところがございます。知ったきっかけにつきましては、15ページあるいは18

ページ。工科短大・技専校につきましては、インターネット、家族、それから先生とい

う３つでございまして、このあたりは平成22年も同じ構成でございましたので、この辺

へのアピールが重要かなと。单信工科短大はもう 1 つ加えまして、２番のところで新聞

とか情報誌からの情報というものも入っております。 

「入学したい」という回答につきましては、やはり認知度と同じく、あまり高くない

というのが残念なところでございます。興味がないと回答した高校生に改善点を聞いて

みたところ、「新しい学科の設置」というのが工科短大、技専校両方に共通しております。

また、それ以外のところでは、オレンジの部分で「県内高校生への積極的な説明案内」、

それから薄い青の部分で「どのような就職先があるかの紹介」、これを知りたいと思って

いるようだ、ということが結果で表れております。 

 

最後になります。20ページから高校進路指導担当の調査でございます。20ページの上

が工科短期大学校、下が单信工科短大、21 ページが技専校についての先生方の認識とい

うことでございます。 

さすがに先生たちには、よく認知されているということであります。工科短大につき

ましては、改善点としまして「卒業後４年制大学への編入ができること」というのが最

も多くて、次に「高校生への説明」、さらに「大学校への移行、４年制大学への移行」と

いうようなことを言われております。この４年制大学校への移行ということにつきまし

ては、４年制化を望むという先生と、２年制だからこそ意味があるのだという先生とが

拮抗しておるというような状況でございます。 

自由記載の欄を見てみたところ、「教員には一定の浸透はしている。特に進路指導の教

員には一定の浸透はしているのですが、生徒とか家族への浸透が課題です。」というよう

なことが記載されておりました。 

駆け足で恐縮でございました。調査結果の概要につきましては以上でございます。 

 

（鈴木課長） 

 続きまして、資料について一括して説明させていただきますのでお願いします。お手
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元に職業能力開発の基本的施策についてという資料がございますので、そちらをご覧い

ただきたいと思います。 

初めに、こちらの一番後ろ、18 ページをお開きいただきたいと思います。参考でござ

いますが、こちらは現在の第９次の職業能力開発計画の構成を記載したものでございま

す。第１部が「総説」、第２部が「職業能力開発をめぐる状況の変化」、第３部が「職業

能力開発の基本的施策」、第４部が「工科短期大学校及び技術専門校の今後の方向」とい

うことで、９次の計画では大きくこの４つの柱立てとなっております。今回の10次の計

画につきましてはこれからになりますけれども、大きな柱はこの４つを考えております。

第１回の審議会におきましては、第１部の総説と第２部の状況の変化につきまして説明

をさせていただきましたので、今回は第３部にあたります職業能力開発の基本的施策に

つきまして説明をさせていただき、ご意見をいただきたいと思っております。 

 この９次の計画では、「ものづくり分野・成長が期待される分野における人材育成の推

進」以下全部で６項目について記載しておりますけれども、この柱立てにつきましては、

今後、国が第10次職業能力開発基本計画というものを策定することになります。その国

の策定する計画の工程を見ながら検討していきたいと考えておりますので、今日のとこ

ろは施策全般につきまして、一通りの説明をさせていただきたいということでございま

す。 

 

 それでは目次をお願いいたします。 

 基本的施策につきましては、在職者、求職者、新規学卒者、そして小中学生、高校生

に対する取組、それから技能振興、技能尊重気運の醸成ということで、全部で５項目に

つきまして説明をさせていただきたいと思います。１枚おめくりいただきまして、施策

体系ですが、これは県が行っております事業の施策の体系でございます。こちらは参考

にご覧いただきたいと思います。 

 

次、２ページでございます。在職者の職業能力開発でございまして、在職者に対して

行っている取組でございます。以下の資料につきましては、県の取組だけではなくて、

国や関係団体の取組もこの中に織り込んでございます。 

 在職者に対する職業能力開発につきましては、一義的には事業主がその従業員に対し

て行うということになりますけれども、人材育成ニーズ調査の中でも、企業では人材育

成にあてる時間がないとか、指導する人材が不足しているといった課題が挙げられてお

りました。企業のこうした課題に対しまして、国や県ではさまざまな支援策を実施して

いるところでございます。 

 まず「講座・セミナーの開催」といたしまして、技術専門校、工科短期大学校等にお

きまして、在職者向けの講座、産業人材カレッジ・スキルアップ講座を開催しておりま

す。また、ポリテクセンターや経済団体、民間教育訓練機関等におきましても、さまざ

まな研修会を実施しておりまして、後ほど説明いたしますけれども、その研修情報につ

きましては、産業人材育成支援センターホームページで集約をして提供しているところ

でございます。 

スキルアップ事業につきましては、恐れ入りますが７ページをご覧いただきたいと思
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います。資料の別紙１でございますけれども、どういった内容の講座をやっているかと

いうことでございますが、３の「実施計画」をご覧いただきたいと思います。大きく分

けて通常講座と技術講座がございまして、通常講座につきましては工科短期大学校、技

術専門校におきまして実施しております。中ほどに例がございますが、図面の読み方講

習会、シーケンス制御講習会、技能検定準備講習会など、在職者向けの講座を実施して

いるところでございます。このうち一部は、企業団体からこういった内容でやってほし

いという要望を受けて実施する、オーダーメードの研修となります。 

また、その下でございますけれども、技能五輪「旋盤」選手育成講座のように、技能

五輪、ものづくりコンテスト等の技能競技会に出場する選手、また、その指導者に対す

る講習会を実施しております。 

その下、技術講座につきましては、工業技術総合センター等におきまして、例にあり

ます食品の安全対策技術コースなど、より専門性の高い講座を開催しております。平成

27 年度の計画は 200 コースで、2,100 人の受講を予定しております。 

 

恐れ入りますが、再び２ページにお戻りいただきたいと思います。 

「熟年技能者の派遣」でございます。熟年技能者の派遣につきましては、信州ものづく

りマイスター及びものづくりマイスターを中小企業に派遣いたしまして、若年技能者の

技能の向上を支援しているところでございます。 

詳細につきまして、８ページをお願いいたします。別紙２でございます。まず左側の

「信州ものづくりマイスター」でございますけれども、こちらは長野県が平成 23 年度に

始めた事業でございまして、資格要件でございますが、卓越技能者知事表彰、いわゆる

信州の名工を受賞された方で、後進の指導に熱意や実績のある方でございます。分野に

つきましては、製造業・建設業のほかに、伝統工芸や日本料理等、技能全般を対象にし

ておりまして、現在 85 名の方が登録をしております。 

次に、右側の「ものづくりマイスター」でございますけれども、こちらは県の事業を

参考にいたしまして、国が平成 25 年度から制度化したものでございます。こちらの資格

要件は技能検定の特級・１級・卖一等級の技能士等で実務経験が 15 年以上の方でござい

まして、こちらの活動分野は、製造業・建設業の 112 職種に限られております。現在延

べ 161 人の方が登録をしております。活動実績でございますが、そちらに記載のとおり、

中小企業や高校、小中学校等で活動いただいております。 

 

恐れ入りますが、再び２ページへお戻りいただきたいと思います。 

「財政的支援」でございます。財政的支援につきましては、認定職業訓練といたしま

して、認定を受けた職業訓練を行う中小企業・団体に対しまして、運営費や設備費等を

助成しております。また、労働局におきましても、職業訓練に対しましてさまざまな助

成金を用意しております。例を申し上げますと、キャリア形成促進助成金ということで、

健康、環境などの成長分野等の人材育成のコース、育休中・復職後の能力アップのコー

ス、若年者の人材育成のコース、熟練技能の継承のコース等がございまして、職業訓練

に要する経費や訓練期間中の賃金の一部を助成しております。 

また、キャリアアップ助成金につきましては、非正規労働者の正規雇用への転換を図
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るための取組に対する助成、建設労働者確保育成助成金につきましては、建設労働者の

雇用環境の改善や、技能実習等の取組に対する助成でございます。このほか、教育訓練

給付制度等がございます。 

 

その下、「相談・支援・連携」でございますけれども、長野県産業人材育成支援センタ

ーという組織におきまして、さまざまな取組の支援を行っております。 

別紙３、９ページをお願いいたします。まず、認定職業訓練につきまして説明させてい

ただきます。目的でございますが、労働者の職業能力の開発及び向上を図るため、事業

主やその団体が従業員に対して行う職業訓練を認定しまして、その運営費を支援するも

のでございます。 

事業内容でございますが、２の（２）に記載の「補助金の交付」をご覧ください。①

の運営費、また②の施設費及び設備費に対しまして、それぞれ対象経費の２／３を補助

いたしまして、企業主の負担を１／３とするというものでございます。 

この認定職業訓練につきましては、近年企業において教育訓練投資が抑制されている

ことや、新規雇用が減ってきていることから、運営がだんだん厳しくなってきておりま

して、３の「補助実績」にございますように、訓練生数が年々減尐する傾向にございま

す。こうしたことから、中ほど「※」が４点ございますけれども、本年度につきまして

は補助基準卖価の増額や補助要件の緩和ということで、支援の拡充を図ったところでご

ざいます。 

続きまして 10 ページをお願いいたします。産業人材育成支援センターについて説明を

させていただきます。目的にございますように、県内産業界に必要な人材の育成・確保

及び県民のライフステージに応じたキャリア教育等を促進するため、平成 20 年４月に産

業労働部内に設置した組織でございます。 

機能といたしましては、コーディネート機能、サポート機能、リサーチ機能の３つの

機能がございます。具体的な事業内容でございますが、（１）の「産業人材カレッジ事業」、

それから（２）の「ものづくりマイスター事業」につきましては、ただ今説明をいたし

ましたので、（３）でございますが、「研修情報の提供」ということで、県内の各機関が

行っております研修の情報を集約いたしまして、研修の内容や期間、場所等の情報をホ

ームページで提供しております。平成 26 年度は 56 団体の研修に対しまして、2,500 件

ほど掲載したところでございます。 

その下、「総合相談窓口の開設」ということで、このセンターには人材育成コーディネ

ーターを配置しておりまして、企業からの人材育成に関する相談等に対応しております。

また、（５）でございますけれども、そちらに記載の県内 29 の団体で構成をしておりま

す「産業人材育成支援ネットワーク」におきまして、情報交換、意見交換などを行って、

人材育成の取組を進めているところでございます。在職者に対する取組は以上でござい

ます。 

 

次に３ページをお願いいたします。求職者の職業能力開発の取組でございます。こち

らにつきましては、まず「施設内訓練」といたしまして岡谷、伊那、佐久の３つの技術

専門校におきまして、６カ月の短期課程の職業訓練を実施しております。また、長野と
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松本にございますポリテクセンターにおきましても、６カ月または７カ月の職業訓練を

実施しております。訓練科目、定員はそちらに記載のとおりでございます。 

 

また、次の「委託訓練」でございますけれども、こちらにつきましては技術専門校等

が窓口になりまして、民間の教育訓練機関に委託をしまして、転職者あるいは障がい者

を対象に、就職に必要な技能や知識を習得するための職業訓練を実施するものでござい

ます。 

恐れ入りますが、11 ページをお願いいたします。別紙５でございます。まず、民間活

用委託訓練事業でございますけれども、こちらの事業内容につきましては、２の（２）

をご覧いただきたいと思います。訓練形態につきましては、そこに５つのコースを挙げ

てございます。まず、知識等習得コースにつきましては、専修学校等に委託して３カ月

間の職業訓練を行うものでございまして、主にパソコンなどのビジネススキルや、介護

職員初任者研修などの講座を実施しております。その下の資格取得コースにつきまして

は、介護福祉士の資格を取得するための２年間のコース、日本版デュアルシステムにつ

きましては、３カ月の座学と１カ月の実習を組み合わせた４カ月間のコースとなります。 

また、建設分野における人材不足に対応するため、今年度から建設人材育成コースを

新設いたしまして、建設機械の操作などの訓練を今年度後半から実施することとしてお

ります。一番下、事業主委託訓練につきましては、３カ月間事業主の下で訓練を受けて

いただきまして、そのまま就職につなげていくという制度でございます。 

また、女性が訓練を受けやすい体制を整備するため、短時間訓練ということで、○新と

ありますけれども、保育所への送り迎え等に配慮いたしまして、１日の訓練時間を短く

設定したコースを新たに設けております。また、欄外に記載がございますが、知識等習

得コースにおいて、託児付き訓練を今年度から新設しております。 

３の「事業実績」でございますけれども、平成 26 年度は、入校者が 1,259 名おりまし

て、就職者が 875 名、就職率は 74.4％となっております。景気の回復傾向を受けまして、

訓練を受ける人の数は減尐傾向にございますけれども、就職率につきましては増加して

きております。 

続きまして 12 ページ、別紙６をお願いいたします。こちらは障がい者に対する委託訓

練でございます。２の（１）の「事業概要」でございますけれども、４つのコースがご

ざいまして、知識・技能習得訓練コースにつきましては、障がい者の就職促進のための

知識の習得を目的とした集合訓練となります。また、特別支援学校早期訓練コース、そ

れから実践能力習得訓練コースにつきましては、企業等において実施するものでござい

ます。このほかに e-ラーニングコースがございます。「事業実績」でございますが、平成

26 年度は入校者が 208 名に対しまして、就職者が 114 名、就職率は 63％となってござ

います。 

 

再び３ページをお願いいたします。下から２つ目に、「求職者支援制度」というものが

ございます。いわゆる公共職業訓練につきましては、雇用保険に加入をしていて受給資

格のある方のための制度ということになりますけれども、雇用保険の加入期間が足りな

かったり、就職が決まらずに学校を卒業したような方など、雇用保険を受給できない方
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を対象にした職業訓練を行っております。 

それから一番下の「キャリア・コンサルティング」でございますけれども、こちらは

ジョブ・カード制度というのがございます。ジョブ・カードを活用してキャリア・コン

サルティングを行い、実践的な職業訓練の受講を促進するとともに、就職活動における

応募書類としてジョブ・カードを活用することにより、安定的な雇用への移行を図ると

いう制度でございます。中ほどにジョブ・カードの説明がございます。ジョブ・カード

には、職務経歴、学歴、就業に関する目標・希望等を記載することとなっておりまして、

キャリアコンサルタントとの面談を通じまして、自らの課題やアピールポイントを明確

にして、就職につなげていこうというのが目的でございます。こちらにつきましては、

全国的に見ましても、なかなか普及が進まないといった課題がございますことから、現

在、国におきまして、制度の見直しを検討しているところでございます。求職者に対す

る取組は以上でございます。 

 

次に、４ページをお願いいたします。新規学卒者の職業能力開発でございます。こち

らにつきましては、前回の審議会でご説明しましたとおり、上田の長野県工科短期大学

校に加えまして、長野県单信工科短期大学校を平成 28 年４月に開校することとし、準備

を進めているところでございます。また、技術専門校が７校、そのほかに専修学校、各

種学校等がございます。 

大学につきましては、新たな動きがありますので、紹介をさせていただきたいと思い

ます。「新たな高等教育機関」というところに記載してございますけれども、新聞等でも

報道されておりますので、ご覧になった方もいらっしゃるかもしれません。「実践的な職

業教育を行う新たな高等教育機関」、いわゆる「職業大学」と言われておりますけれども、

こちらの制度化が現在、文部科学省で検討されております。このコンセプトでございま

すが、産業界と協働して教育課程を実践する新たな高等教育機関を制度化するというこ

とで、こちらは大学体系に位置付けて学位授与機関とすることを含めた検討が行われて

おります。これによりまして、社会経済の変化に伴う企業からの人材需要に即応した質

の高い職業人を養成したいということでございます。 

この話が出てきた経過でございますけれども、昨年７月の教育再生実行会議において

第５次の提言を行いました。この中で新たな高等教育機関の制度化が必要だということ

を提言いたしまして、これを受けて昨年 10 月から本年３月まで、有識者におきまして課

題の整理が行われ、本年４月に中央教育審議会に諮問されております。 

今後の予定でございますけれども、平成 31 年度の開学に向けまして、来年年央までに

結論を得た上で、速やかに所要の法制上の措置を講ずるということになってございます。

現時点では職業大学の制度設計や、実際にどのような機関が職業大学に移行するのかと

いった詳細が分かっておりませんので、今後の国の動きを注視してまいりたいと考えて

おります。 

 

続きまして５ページをお願いいたします。小中学生、高校生に対する取組でございま

す。まず、小中学校、高等学校では、それぞれの段階で「キャリア教育」が進められて

おりますので、これにつきまして、後ほど教育委員会から説明させていただきます。 
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「熟練技能者等の派遣」でございますけれども、先ほどご説明いたしました「信州も

のづくりマイスター」や「ものづくりマイスター」、また、技能五輪のメダリスト等を小

中学校に派遣しまして、ものづくりの楽しさを感じていただくという取組を行っており

ます。また、職業能力開発協会では、ものづくり体験教室やものづくりフェアといった

取組を行っております。 

高校生に対しましては、キャリア教育といたしまして「就業体験」や、建設関係の工

事現場の見学会等が行われております。また、「技能者等の派遣」でございますけれども、

こちらも「信州ものづくりマイスター」及び「ものづくりマイスター」の派遣によりま

して、こちらはより実践的な指導ということになりますけれども、技能の習得のための

指導を行っております。一番下にございますが、こういった取組によりまして、高校生

の技能検定の受検者数が、平成 20 年度には 147 人でございましたけれども、昨年度には

413 人まで増加したということで、成果が幾らか出始めているかなと考えております。 

 

それでは、キャリア教育の取組につきまして、教学指導課の竹内指導主事から説明を

お願いします。 

 

（竹内指導主事） 

 県教育委員会事務局教学指導課の竹内でございます。よろしくお願いします。それで

はお手元の資料 13 ページをご覧ください。 

県教育委員会では、平成 23 年 11 月に策定しました県キャリア教育ガイドラインに基

づきまして、社会的・職業的に自立した人間の育成をするために、地域・社会や産業界

が学校を支援する仕組みを構築し、幼保・小・中・高一貫した体系的なキャリア教育を

推進しております。 

主な事業ですけれども、県の予算を使って行っています事業が１つ目から３つ目まで

のところで、「長野県キャリア教育支援センター事業」、「学校・生徒支援事業」、「子育て

理解教育」でございます。文部科学省の予算を使って行っています事業としましては、「未

来をツクル協働事業」、「地域キャリア教育支援協議会設置促進事業」の２つでございま

す。 

 

 まず１番目の「長野県キャリア教育支援センター事業」ですけれども、こちらにつき

ましては、家庭、地域の教育力を活用し、学校におけるキャリア教育を支援するための

仕組み、いわゆるプラットホームを市町村に構築するとともに、県レベルでは産学官の

諸機関、諸団体が連携する組織をつくり、高校生の就業体験を推進しております。 

 県のキャリア教育のセンターの仕組みですけれども、14 ページの上段のイメージ図を

ご覧ください。中央の県キャリア教育支援センターと、それを取り巻く産学官が連携を

しまして、長野県のキャリア教育を推進する体制がイメージできるかと思います。 

 次に 15 ページをご覧ください。高校生の就業体験数ですけれども、平成 23 年度から

26 年度にかけまして、人数は確実に増加しております。また、市町村教育委員会が学校

と協力して、家庭・地域の教育力を活用した学校のキャリア教育を支援する仕組みであ

る市町村のプラットホームの構築状況についても、平成 23 年度の８市町村から、平成
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26 年度では県内 77 市町村中 76 市町村となり、構築が確実に進んでおります。 

 それから次、高校生が在学中に就業体験活動に参加した割合ですが、こちらは平成 29

年度までの指標にしております。平成 25 年度で 60.4％ということで、29 年度までのと

ころで 100％を目指しております。 

 

 次に２番目の「学校・生徒支援事業」につきましては、（１）のところですけれども、

キャリア教育のカリキュラムを改革する高校を重点的に支援する取組としまして、「先導

的カリキュラム改革支援事業」を行っております。それから２つ目ですけれども、進路

目標が明確でない高校生、学校生活に悩みや不適応傾向のある高校生への支援としまし

て、ソーシャル・スキル・トレーニング等を行いまして、就職に向けた支援を行ってお

ります。 

 16 ページをご覧ください。高校生の就業体験を推進するために「ずく出せ修行就業体

験」とう名称で、ジョブ・シャドウイングや就業体験等を行っております。こちらは、

就きたい仕事がイメージできる高校 1 年生の割合を指標にしておりまして、64.6％とい

うことで目標を達成しております。 

 

それから３番目の「子育て理解教育」ですけれども、将来の子育てに関する貴重な体

験としまして、高校生が乳幼児と触れ合う事業を促進しております。保育園、幼稚園等

と連携しまして、交流活動を通して男女が互いに協力して家庭を築き、子どもを育てる

ことの重要性や意義を学習する機会の充実を図っております。 

 ４番目の「未来をツクル協働事業」ですけれども、こちらにつきましては、平成 26 年

と 27 年の２年間の国の事業でありまして、県教育委員会が文部科学省から委託を受けま

して、地域住民や企業と連携をしまして、地域の活性化に向けた取組を行っているとこ

ろです。 

 ５番目の「キャリア教育支援協議会設置促進事業」ですけれども、こちらについては

今年度から取り組んでいるものでありまして、キャリア教育アドバイザーを２名配置し

まして、講師の開拓や就業体験先の開拓を行っております。 

 

 最後に、６番目の今後の方針にもありますけれども、豊かな自然に囲まれた長野県で

ありますので、そういった特徴をいかしまして、直接体験や、人との関わりを重視する

幼保・小・中・高の一貫したキャリア教育を、今後もさらに推進していきたいと考えて

おります。説明は以上です。 

 

（鈴木課長） 

 続きまして、資料の６ページにお戻りいただきたいと思います。最後でございます。

技能振興、技能尊重気運の醸成についての取組でございます。まず、「技能評価」でござ

いますけれども、技能検定ということで、128 の職種につきまして、労働者の有する技

能を検定し、公証しております。また、技能評価認定制度につきましては、公的資格で

はカバーしていない企業の取組、例えば機械時計修理や信州伝統大工技能といった取組

を知事が認定をしているものでございます。 
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それから、「大会・イベント」につきましては、県レベルの大会として技能競技大会、

技能五輪県大会、障がい者のための障がい者技能競技大会（ながのアビリンピック）が

ございます。また、全国レベルの大会といたしましては、二十歳以下の若年者の技能向

上を図る若年者ものづくり競技大会、23 歳以下の技能レベルを競う技能五輪全国大会、

２年に一度、技能の日本一を競う技能グランプリがございます。また、障がい者の全国

レベルの大会としてはアビリンピックがございます。 

一番下の「表彰」でございますけれども、上記の大会・イベント等におきます成績優

秀者を知事や職能協会の会長が表彰しているほか、卓越技能者知事表彰（信州の名工）

や厚生労働大臣表彰（現代の名工）等がございます。このほか黄綬褒章がございます。 

 

以上、国や県、関係団体が行っております職業能力開発のための施策につきまして、

その概要を説明させていただきました。このうち工科短期大学校、技術専門校につきま

しては、次回以降の審議会で、現状や課題につきましてさらに詳しく説明をさせていた

だいてご議論いただきたいと思っておりますので、本日はそれ以外の部分につきまして

ご意見をいただければと思っております。どうぞよろしくお願いいたします。 

 

（半田会長） 

 ありがとうございました。それでは、ただ今の事務局からの説明につきまして、ご質

問やご意見等がありましたら、よろしくお願いします。まず、「長野県人材育成ニーズ調

査結果」のほうから議論を進めたいと思います。こちらについて、何かご質問やご意見

はございますか。 

 

（滝澤委員） 

 １点お聞きしたいのですが、企業ニーズ調査の「採用」というのは、基本的に正規雇

用、正社員という理解でよろしいんでしょうか。 

 

（今井係長） 

 はい、そのように想定しております。 

 

（滝澤委員） 

 ありがとうございます。ハローワークの調査で、６月の新規求人数のうちの 28％しか

正社員での雇用がなかったというような資料を目にしたもので。原則として、やはり非

正規雇用ではなくて、正社員雇用というのを労働組合としましては要望しておりますの

で、経営者協会等にも正規雇用ということで、要望をしていただければありがたいと思

います。 

 

（半田会長） 

この企業ニーズ調査の資料の中で、1,572 事業所と書いてありますが、規模といいます

か、例えば中小企業が半分以上あるといった内容は、どこか資料に記載があるのでしょ

うか。 
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（今井係長） 

 はい。調査しました企業の規模に関しましては、報告書の本文のところの７ページに

社員数がございまして、４人以下が 339 事業所、以下、300 人以上が 38 事業所というよ

うな形になっております。 

 

（半田会長） 

 これを見ますとほとんどが中小企業っていうことですね。全体として、それなりに色

濃く出ているかなという感じがします。 

 それと、この技術系と技能系という言葉の区分けについて、教えていただけますか。 

 

（今井係長） 

 はい。そちらについては、アンケート用紙に記載があります。「技術系社員」は、主に

研究・設計・開発といったものや、品質管理等に従事する社員。「技能系社員」は、主に

現場の作業に従事する社員のことです。 

 

（半田会長） 

 そうしますと、大卒が技術系で、専門学校等卒が技能系というようなイメージですか

ね。 

 

（今井係長） 

 そのように想定しております。 

 

（半田会長） 

 どこの企業に行っても、「人がいない、人がいない」とよく言われるのですけれども、

やはりこの資料からもそのことがうかがえます。技能系社員が特に足りないということ

が、今言われております。 

 他に何かございますか。 

 

（宮川委員） 

 産業別の特徴というのが、多分、これをまとめていく段階で明らかになってきている

と思います。例えば建設業の場合には、中途採用の割合が非常に高いわけですね。それ

から、これは自動車整備業もそうですけど、これから技術系・技能系社員を育成するた

めに重視することの中にも、「必要な技術・技能・知識を持っている人材の中途採用」が

最も多くなっている。製造業とは違いますよね。なぜそうなのかということになると、

まず、31 ページの人材育成の取組に課題があるとかっていうところになってくるのです

けれども、全産業とも「人材育成にかける時間がない」、「指導人材が不足している」と

いうのがあります。他業種の場合には、「社内に統一された指導マニュアルがない」とい

うのが３番目に来ますが、建設業の場合には、「人材育成をしても、すぐに辞めてしまう」

というのが、一番比率が高いです。それから、「人材育成に費用がかかりすぎる」という

回答も、他産業と比べて最も比率が高くなっています。 
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つまり、人を育てたいのだけれども、すぐに辞めてしまって、結局人材育成にかける

コストが無駄になってしまったりすると。とりわけ建設業の場合には、そこで職人を育

てるとなると、１年や２年という短いスパンではなくて、３年、５年というスパン。そ

れだけのコストがかかるわけですね。だから、半年で覚えて一人前になって、給料分働

いてもらえる産業と、そうではなくて２年、３年、あるいは５年かけないと一人前にな

らない産業の違いっていうのは実際あると思うんです。今回の調査は、確かにこういう

形でそれぞれの項目ごとに比較はしていますけれども、それぞれの産業別の特徴点とい

うのを明らかにして、その上でそれぞれの産業別の対策というのを考えるべきではない

かなと思うところであります。以上です。 

 

（今井係長） 

 今後、どういう形でこの調査結果をさらに縦横につないでいくかということにつきま

しては、結果が出たばかりでまだ分析が十分にできていない部分もあると思いますので、

これから考えてまいりたいと思います。 

 

（小澤委員） 

 技術専門校については次回ということですが、アンケートに関することは今お話しし

てよかったですね。本編の 89 ページで、学生さんに「どんな科目があればいいですか」

ということについて、細かくお聞きしているのがありますが、企業さんにはこの質問を

していないような感じですけれども、特にこれは聞かなくてもいいというお考えでしょ

うか。 

 

（今井係長） 

 今までの技術専門校、工科短大の科目というのは、比較的企業さんからのご要望に基

づいて設定してきておりましたので、入校される方のご希望というのはあまり聞いてい

なかったというのが現状でございました。ですので、入校を希望される皆さんのご要望

はどうなんだろうかというところを、聞いてみようかなということでアンケートの質問

項目に入れてみました。正直、もう尐しまとまってくるとよかったんですが、回答にば

らつきがありますので、うまく反映できるかについては尐し疑問です。 

 

（小澤委員） 

 分かりました。ちょうど学校につきましては、充足率が 70 何％っていう結果に対して、

認知度が不足しているのか、カリキュラムのミスマッチなのかですね。きっとそんな議

論の素材となるニーズ調査が必要だというようなことなんですかね。何とかこの調査結

果をまた使っていければいいんだろうなと。この次の議論ですね。いろいろしっかり読

み込んでいきたいと思っています。それが１点です。 

 それから、41 ページに、工科短大の卒業生を「採用の対象としていない」という事業

所が半分はあるのですが、「募集はしているが、応募がない」と回答した事業所も大体似

２～３割ありまして、非常にもったいないなと。PR なのか、ミスマッチなのか、なかな

か分からない点なんですけれども、こういったところを何とかすれば、両方の数字が伸
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びるんですが、ここの分析もこれからという理解でよろしいでしょうか。 

 

（今井係長） 

 恐れ入ります。今後になってくるかと思います。 

 

（小澤委員） 

 ありがとうございました。 

 

（半田会長） 

 その他に何かございますか。 

 

（滝澤委員） 

 小中学生や高校生に対する取組のところの、中学校においての職場体験実施数ですが、

もう数年前なんですけど、うちの子どもたちの時代でもやってはいたんですが、そのと

きに学校の先生方から、「受け入れていただく事業所さんがかなり尐なくて困っているん

です」というようなことをお聞きしました。職場体験を受け入れていただく事業所さん

も、サービス業とかそういうところが多くて、やはり技能系の職場の事業所さんがない

もので、子どもたちが実際にそういう現場を見たり、体験したりというような形のもの

がなかなかできないということのようでした。先生から、「いろいろな知り合いの事業所

さんとかにお願いできますか」というような相談を受けた経験もあります。今現在、そ

ういう技能系の建築とかの職場体験が受け入れられているのかどうか、お聞きしたいで

す。 

 

（竹内指導主事） 

 申し訳ありませんが、小中学校のことについては、数の受け入れがどのくらいか把握

できていません。高校につきましては、下から３つ目の■ですけれども、県の建設部と

連携をする中で、建設系学科の高校生等を対象にした現場実習等ということで、見学と

か体験等を行わせていただくようなつながりがあるんですけれども。申し訳ございませ

ん。小中学校については数等の把握はできておりません。 

 

（滝澤委員） 

 ありがとうございました。そこについて、やはり学校と教育委員会との連携といいま

すか、職場体験そのもののやり方といいますか、それを今後尐し検討する余地があるの

かなと思いました。 

 

（白鳥委員） 

 今の話なんですが、３年ぐらい前ですかね。岩村田高校の校長先生が佐久市工場協会

においでになりまして、工場協会には 40 社ぐらい入ってるんですが、そちらに先生自ら

プレゼンテーションをされました。夕方来られてお話をされて、専門の先生を５人ぐら

いお連れいただきまして。我々企業の経営者に対して、どういう目的でこれからどうし
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たいので、という話をされて。今度名前が佐久平総合技術高等学校に変わりましたけど

も、現在インターンシップがどんどん増えていまして、非常に活発にされています。と

てもいいことだなと思っております。ですから、県の施策の効果がかなりあるのかなと

いう感じがいたしております。そういう事例がありました。 

それから、前回の宿題ですね。マイスター制度をしっかり調べていただきまして大変

ありがとうございました。人間力の話を前回させていただいたのですが、キャリア教育

というものの重要性というのはすごく感じていまして、これは素晴らしい事業だなと思

っております。先ほどの高校生もそうなんですが、職場体験の３日間なりは、大変素晴

らしい体験になっているんじゃないかと思います。その職場がどういう職場であれ、日

常の高校生活から離れて、朝の掃除からあいさつ、お客さんが来たときの対応とか、得

難いものが凝縮されていると思うんですけども、やはりそういうところはきちきちとや

っていただいているので、非常にこれから楽しみだなと思っています。 

 そうしますと、先ほど家族からの助言が進路を決定する際に影響を与えるという話が

ありましたけれども、家庭でも、たとえば「おまえ、職場実習でどういう会社行ってき

たの」とか、そういう会話、コミュニケーションを家族ととることが、進路を決めると

きに非常に参考になるんじゃないかと思います。 

総じて今の高校生はどちらかというと、マズローの法則から言ったら、もう生理的欲

求から自己実現の段階に入ってきていると思うんです。だから感動しないんです。稼げ

るということがちょっと違う次元に来ている感じがして。面白いと思ったら徹夜しても

やっちゃうっていうんですね。そういう次元になってきているので、その辺、キャリア

教育でそういうものに出会ったときに、気持ちが大きく変化するっていうんですか、そ

れがとても重要な時代になってるんじゃないかなと思います。一例で言うと、金沢工業

大学っていう大学がありますけども、私の親せきの子どもがそこに行ってまして、いろ

いろ話を聞くと、そちらでは得意なところに光を当てるっていいますかね、そういうこ

とをされていまして。それも相当先生たちが工夫されたと思うんですけども、子どもの

向いているところに光を当てて、それを引っ張り上げるっていう方法をずっとやられて

いまして。人間力について相当いろいろ経験されて、社会人との交流とかもされている

ということで、素晴らしいと思いますので、また我々も参考にしたいと思っているとこ

ろです。 

あと、もう１つ。高校生のクラブ活動なんですが、いろいろなクラブが今ありまして、

そこに光を当てられるようなことが何かできないかなと。どこどこが優勝したとか、そ

ういうことだけではなくて、頑張っている高校生を褒めてあげられるような、そういう

システムで、そのクラブ活動をもっと表に出してあげる。頑張っている高校生を見つけ

てあげて、推薦とかして、そのクラブを引き上げてあげる、そんなようなことができれ

ば非常にありがたいなと思います。以上です。 

 

（半田会長） 

 ありがとうございました。今のお話のクラブ活動についてですが、33 年度からでした

かね、大学で新しい入試制度を始めるなんていうことをやってまして。学生を学力だけ

ではなくて、多面的に評価しましょうというようなことを言ってまして、主に面接で入
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試をやりしましょうなんていう形で。東京大学も面接を取り入れるなんていうことを、

最近言い出してきていますよね。そういった意味で、クラブ活動だとか、高校生のとき

に頑張った内容を多面的に評価しましょうというような内容が出てきてますので、その

辺は多尐期待できるかなと思っています。 

 他に何かございますか。 

 

（佐藤委員） 

 先ほどのインターンシップの件なんですけれども、うちはめっき業ということで、尐

し前までは、なかなか新卒で就職してくれる方がいなかったんです。しかし、うちもイ

ンターンシップを受け入れるようになったら、高校生のときにうちの会社でインターン

シップを経験して、めっきって面白いっていうことで、工科短大なりを卒業してから入

社してくれた人がいます。あと、お兄さんがうちの会社にインターンシップで来ていて、

その話を聞いて、私もそういうものをやってみたいということで入社してくれた人もい

ます。だから、インターンシップって本当に大事なことだなと思います。 

今日まさに、面接に１人女性の方が来たんですけれども、その方といろいろお話をし

て、「私は職業教育をもっと受けたかった」っておっしゃったんですね。高校生のときに

やったのと、あと大学生になってから今度は就職しなければいけないということで、い

ろいろ会社を回っているっていうことなんですが、キャリア教育というか、職業に対す

る勉強というんですかね。学業もそうだけれども、やっぱり働くことについての勉強と

いうのももっとしたかったという話を聞いて、そういう人がいるのは、本当に私たち製

造業にしてみればうれしいなと思いました。 

 それから、いろいろ施策は実施していただいていると思うんですけれども、そういう

取組の更なる充実を図っていただけたら、私たち製造業としてはとても助かると思いま

す。うちはめっき業ということで、例えばいろんな勉強会というか、ここにもあります

ように教育訓練みたいなものもあるんですけれども、そういうジャンルでいったらめっ

き業がなかなかないんですね。自分の会社で毎年１人ずつ東京の学校に勉強に行っても

らったり、通信教育を受けさせているんですけれども、結構金額的にもかかるんです。

東京へ勉強に通ってる人のほうは、補助金を多尐いただいていまして、やっぱり通信と

かだと、なかなかいただけないような感じなんですけれども、多尐なりとも補助してい

ただけるようなことがあったらうれしいかなと思います。話が外れてすみません。 

 

（半田会長） 

 ありがとうございました。 

 

（宮川委員） 

 今キャリア教育の話になっているので、私もちょっとその点でお話をしたいんですが。

追加資料の中の資料９の４、これは教育委員会の資料の中に入っているものですけれど、

実際に専門高校を出ても、必ずしもその課程に関連した就職先に行くわけではないし、

逆に普通高校を出た人でも、実際には、製造業だったり建設業だったりへ就職してる割

合が非常に高かったりするわけですよね。だから、そういう意味で言うと、ものづくり
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産業の人材育成というのは何も専門学校だけの問題ではなくて、キャリア教育、普通高

校に通っている人たちに対する働きかけというのが極めて重要だと思うんです。 

それで基本的施策の最後のほう、17 ページの５番のところで、まさにそうだなと思っ

たのは、地域キャリア教育うんぬんというところの２つ目の「・」です。「特に大学への

進学を希望する生徒が多い普通科高校において、「大学の向こうにある社会」を意識させ、

大学で学ぶ内容と将来の職業分野との関連について学ぶ」と。まさにこういうことだろ

うと思うんです。 

ここからが質問なんですけれども、その前の 15 ページのところに、高等学校の就業体

験者数（３）の①のアのところですけども、ここに平成 26 年度 8,640 人ってありますよ

ね。一方、下のところには在学中の就業体験活動参加率が 60％っていう数字があるんで

すけど、この 8,640 人っていうのは、生徒さんに占める割合が 60％でその数字になると

いう意味なんですかね。どこかの資料に、平成 25 年３月の卒業生が 19,800 何人って書

いてあったような気がするんですけど、これはどういう数字なんでしょうか。つまり、

専門高校も普通高校も含めて、６割っていう数字が 8,640 人にあたるのかどうかという

ことをお聞きしたいです。 

それから、就業体験というのは、一体何年生次にやるのかということ。そして、さっ

きのパーセンテージの問題でいいますと、進学校でもやっているのかどうかっていうこ

と。その辺の、高校に対するキャリア教育の実態について、教えていただきたいと思い

ます。 

 

（竹内指導主事） 

 15 ページの 8,640 人という数字ですけれども、普通高校、専門高校、職業高校等を全

て含めて１年生から３年生のところで就業体験をしている生徒の数です。下の成果のと

ころが平成 25 年度で 60.4％ということで、平成 26 年度においては、すみませんが、ま

だ数字が公表されてないわけですけれども、70％に近い割合にはなってきております。

この就業体験活動ですけれども、こちらについては、すべてが企業での体験ではなく、

直接就業体験をせずとも、ジョブシャドウのような形で付くというようなものの参加率

も含めております。あと、大学等での研究室での見学等も含めておりますので、若干参

加率のほうが高くなってくるとは思います。 

 やはり高校としましては、普通科高校においてのキャリア教育というものが、なかな

か今まで十分になされてこなかったというようなこともありまして、ここ３年ほどにつ

いては、大学を出た後どのようにするのかというところで、職業高校の就業体験と課題

研究の授業等を参考にしながら、普通高校のほうにもキャリア教育をなるべく推進する

ということで、重点的に行ってはおります。 

 

（宮川委員） 

 これは任意ということですよね。強制や義務ではなくて。あくまでも生徒さんの希望

によってということになるんですよね。 

それから時期。つまり１年生なのか２年生なのか３年生なのか、それらも全部任意な

んですか。つまり、私が思うのは、例えば大学の科を決めるにしても、１年生や２年生
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ぐらいのところで就業体験をやるのが効果的だと思うんですが、現状はどのようになっ

ているか教えてください。 

 

（竹内指導主事） 

 １年生では主に職場見学をしまして、２年生では主に就業体験、インターンシップ等

をするようにしております。３年生になりますと、就職等の関係もありますので、就業

体験はなるべくしないようにということで、実際に就職する生徒たちにはそういう話を

しております。あと、すみません、先ほど進学校等についてのお話がありましたけれど

も、進学校等でも、病院など、自分の将来就きたい仕事を意識して、就業体験なりジョ

ブシャドウなりを多くの学校でしております。 

 

（半田会長） 

 ありがとうございました。私の感覚で言うと、60％っていうのはすごく多い数字だな

っていうように感じたんですけれども。例えば大学の見学って、我々のところにかなり

たくさんの学生が来るんですが、大学見学はこれにはあたらないわけですよね。 

 

（竹内指導主事） 

 大学見学のみでは、ここには入れないということにしております。 

 

（半田会長） 

 はい、分かりました。 

 他に何かございますか。 

 

（榧野委員） 

 人材育成ニーズ調査の事業所へのアンケートのところで、本体の 58 ページのところに、

国の助成金も入れていただきましてありがとうございます。「知っているし、利用してい

る」、あるいは「知っているが、利用していない」ということで、４割ぐらいは知られて

いるということですが、利用率がまだ２割を切っているということで、そのあたりにつ

いては国としても、周知にもっと力を入れていかなくてはいけないのかなと思っており

ます。 

 先ほど宮川委員から、「建設業ではせっかく人材育成してもなかなか定着してくれなく

て非常に大変であり、中途採用が多い」というようなことをお伺いしたんですが、助成

金の中で、人材の定着に役に立つように、雇用管理の改善に役立つ取組をしたりとか、

そういうことについて助成対象にするような助成金をつくっておりまして、その助成金

は、建設あるいは介護など、定着がなかなか難しい業種を対象にやらせていただいてお

ります。こういったものをもっとお使いいただけるように、周知に力を入れていきたい

と考えております。また、「手続が面倒」というご意見もあるので、助成金によっては、

アドバイザーを事業所に派遣して説明したり、説明会などもしているので、それをご利

用いただけるように、今後もまた努力していきたいと考えております。 

 あと、高校生アンケートで、技専校なり工科短大を知っているかというと、知りたい
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とか入りたいという人の数は尐ないですけれども、自由記述のところを見ると、非常に

関心が高いような記述がありますね。あと、もっと知りたい、周知してほしいとか、女

子にも関心を持ってもらえるようにとか、そういったご意見が生徒さんからも先生から

もあるので、ぜひそういう周知に力を入れていただくのがよろしいのかなと思いました。

以上でございます。 

 

（半田会長） 

 ありがとうございます。今日最後に説明いただいた技能振興、技能尊重気運の醸成と

いうところなんですけども、我々もこういうところをやっておりまして、技術者の大切

さっていうんですかね、その辺を国としても、もう尐し重視していただきたいと感じて

おりまして。そういったことがあると、やっぱりいい技能を身に付けようとか、大学で

工学部へ一所懸命行こうとかっていうのがあるのかなと。要するに、国の産業のトップ、

国をほとんど支えてるとはちょっと言い過ぎかもしれませんけれど、日本の国をかなり

支えてる部分であるにもかかわらず、それに見合った給料がもらえているのかなってい

う、そういうところに帰着してくるような気がしていて。例えば工学部ですと、大学に

入ってから、やれ実験だ、やれレポートだとものすごくきつい。そういった苦労や努力

をしても、企業に入ってからどうなのかなというのは、ちょっと気になるところではあ

るんですけれども。その辺、企業の方々はどんな感想をお持ちでしょうかというのをち

ょっとお聞きしたいなと思いました。 

 

（白鳥委員） 

 先ほど石原部長様からお話がありました仕事の確保と収入ですね。これに関係すると

思うんですが、大変重要なことで、長野県の平均給与はどうしても低い状況にあります。

経営者協会のデータを見ますと、比較的情報産業は高いですが、全般的には低いです。

それを、技術者に限らず全体を上げていくためには、どうしてもやはり工夫や努力が必

要なんですが、全部相場安定的にできないので、じゃあ長野県は何をするのかと考えま

して。先日送っていただいた人材育成ニーズ調査資料編の３ページ目に事業所の所在地

ということで、佐久から北信まで 10 地域の業種別のパーセンテージが出てるんですが、

これを見ると、収入って結構リンクしてるなという感じがしています。業種によって違

いますんで。そうするとやはり地域の中で特徴あるところで、さらに技術者の育成等も

含めて、そういう意味で今回の单信工科短期大学校も、これあると思うんですけれども。

やはり佐久地域、我々のところを見ますと、情報系が 3.2％で、県内で一番わずかなんで

す。非常に小さいんです。これは結構由々しき事態で、非常に困った問題なんですけど、

ここはやっぱり強くしなきゃいけないとか、いろんなものが見えてくるので、半田先生

がおっしゃったようなところは、やはり全体として産業の地域別の状況と、それから育

成と両方入ると感じます。 

 もう１点よろしいですか。先生の採用についてなんですが、大学校の場合、採用の基

準というのは、どういうところにおかれるのかということ、それが１つです。もう１つ

は、高校の先生の採用面接について。２次面接官を３年間させていただいてきたんです

が、感じるところがありまして。面接をしてるときに、優秀なんですがこの先生どうな



33 

 

のかなっていう人が結構いるんです。なので、面接の順番を逆にしたらどうかと思うん

です。最初は大変なんですけど、１次面接をして、それから採用試験を受けさせるとい

う。面接が最初で、次が試験っていうふうにできないかなって。これはすいません、話

半分に聞いていただきたい。 

しかし、人間力からすると、試験ぎりぎりで落ちちゃうんです、いい人材が。特に小

中学校のところは、落ちてしまうともったいない方が結構いると思うんですよね。だか

ら、面接してから試験っていうことも考えられるんじゃないかと思いまして。以上２つ

でございます。 

 

（鈴木課長） 

 今の大学校の先生の資格についての質問でございますけれども、工科短大の教授につ

きましては、国のほうで一定の基準がございまして、博士もしくは修士の資格を持って

いる方とか、大学等におきまして教授、助教授、専任講師等の経歴を持っている方、ま

た、研究所、試験場等に５年以上在籍した方など、幾つかの基準がございまして、その

中で対話力という観点も含め、面接等で選ぶということになっております。 

 

（半田会長） 

 そうですね。そういった面でも先生を選ぶときにも、人間力っていうのはもしかした

ら我々も必要なのかなというのがすごく感じているところではございます。 

 そろそろお時間になりますけれども、何か最後にご発言したい方はいらっしゃいます

か。よろしいでしょうか。 

特にないようですので、私から一言申し上げます。本日はお忙しい中にもかかわらず、

委員の皆様方には大変貴重なご意見をいただきまして誠にありがとうございました。時

間がまいりましたので、この辺で審議を終了したいと思います。本日は大変熱心なご審

議をいただきありがとうございました。 

 

６ 閉会 

（大槻企画幹） 

 どうもありがとうございました。それでは部長から一言お願いします。 

 

（石原産業労働部長） 

 一言御礼を申し上げたいと思います。長時間にわたりまして、私どもから一方的過ぎ

るような説明を長々としてしまった点、今度は改めたいなと考えておりますけれども、

いろいろなご意見を頂きまして本当にありがとうございました。 

感想となりますけれども、今日聞かせていただく中におきましては、インターンシップ、

これがこれからの人づくりの中で重要だなと再確認をしたところでございます。先日も

中小企業家同友会さんの集まりに行きましたところ、かなり長期間のインターンシップ

をやってみようという長野県内の中小企業さんもいらっしゃいました。かなり企業さん

側にも負担がかかるわけでございますけれども、いい人材づくりのためには、これはや

らなくてはいけないことだと企業さんたちも考えてくださっております。私どもといた
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しましては、そのような企業さんたちのご協力を得ながら、皆様方と一緒に何か新しい

ものをつくり上げてまいりたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

また、同じような方向性で、部局それぞれのところで計画が作られております。これ

をまた調整するというのも大切なことかなと考えておりますので、その面につきまして

も皆様方のご協力、ご提案をいただきたいと思います。本日は暑い中、本当にありがと

うございました。 

 

（大槻企画幹） 

 ありがとうございました。それでは次回の開催につきましては現在、委員の皆様方に

お聞きしているところですけれども、こちらの予定としては 11 月中には開催をしたいと

考えております。また委員各位にはあらためて、担当のほうから最終的な日程調整をさ

せていただきますので、よろしくお願いしたいと思います。 

それでは以上をもちまして本日の審議会を閉会といたします。長時間にわたりありがと

うございました。 

 

（石原産業労働部長） 

 ありがとうございました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


